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(百万円未満切捨て)

１．平成30年３月期第２四半期の連結業績（平成29年４月１日～平成29年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年３月期第２四半期 76,648 2.9 3,128 △18.4 3,722 38.4 2,541 51.0

29年３月期第２四半期 74,463 1.3 3,834 △9.1 2,689 △38.9 1,683 △33.1
(注) 包括利益 30年３月期第２四半期 2,417百万円( ―％) 29年３月期第２四半期 △499百万円( ―％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

30年３月期第２四半期 29.67 ―

29年３月期第２四半期 19.65 ―
　　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

30年３月期第２四半期 144,290 104,762 72.6 1,223.05

29年３月期 152,806 103,887 68.0 1,212.82
(参考) 自己資本 30年３月期第２四半期 104,762百万円 29年３月期 103,887百万円
　　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年３月期 ― 17.00 ― 18.00 35.00

30年３月期 ― 17.00

30年３月期(予想) ― 18.00 35.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　
　

３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 175,000 5.2 15,000 10.4 15,000 6.7 10,200 11.5 119.08
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

決算短信（宝印刷） 2017年11月06日 09時33分 1ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 有

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ― 社（社名） ― 、除外 ２社（社名） 日本光電東京株式会社、日本光電関西株式会社
　

（注）詳細は、添付資料８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（当四半期連結累
計期間における重要な子会社の異動）」をご覧ください。

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

(注) 詳細は、添付資料８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務
諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 30年３月期２Ｑ 89,730,980株 29年３月期 89,730,980株

② 期末自己株式数 30年３月期２Ｑ 4,074,041株 29年３月期 4,073,763株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年３月期２Ｑ 85,657,071株 29年３月期２Ｑ 85,657,791株
　

　

※ 四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。
　当社グループの国内売上高は、国立病院・国立大学の独立法人施設や官公庁・自治体病院などの占める割合が高く、
その予算執行の関係上、出荷が９月と３月に集中する傾向にあります。特に第４四半期に売上高および利益の計上が
集中します。
　なお、上記予想に関する事項は、四半期決算短信の添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報
（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
２．四半期決算説明会資料は平成29年11月９日に、当社ウェブサイトに掲載します。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第２四半期連結累計期間において、国内では、全ての都道府県が2025年の医療の提供体制を示す地域医療構想

の策定を本年３月末までに終え、医療の機能分化・連携に向けた協議が始まるなど、医療制度改革が進展しました。

医療機器業界においても、各企業は医療の質向上と効率化、地域医療連携に寄与するソリューション提案がより一

層求められる状況となりました。海外では、米国の医療保険制度を巡る不透明感や一部地域の情勢不安はあるもの

の、医療機器の需要は総じて堅調に推移しました。

　このような状況下、当社グループは、本年４月に３ヵ年中期経営計画「TRANSFORM 2020」をスタートさせ、「高

い顧客価値の創造」「組織的な生産性の向上」による高収益体質への変革を目指すとともに、「地域別事業展開の

強化」、「コア事業のさらなる成長」などの重要課題に取り組みました。

　国内市場においては、医療制度改革など市場環境の変化に対応するため、昨年４月の営業組織体制再編に続き、

本年４月に販売子会社制から支社支店制に移行しました。急性期病院、中小病院、診療所といった市場別の取り組

みを強化するとともに、消耗品・保守サービス事業の拡大に注力した結果、売上を伸ばすことが出来ました。市場

別には、大学、官公立病院市場の売上は前年同期実績を下回ったものの、診療所市場が好調に推移し、私立病院市

場の売上も前年同期並みを維持しました。商品別には、生体計測機器が診断情報システム、心臓カテーテル検査装

置群を中心に好調に推移しました。治療機器、その他商品群は前年同期実績を下回りましたが、生体情報モニタは

前年同期並みを確保しました。送信機、ベッドサイドモニタは、前年同期における医療機関の機能分化・強化に伴

う需要の反動により低調だったものの、臨床情報システムや消耗品が増収となりました。この結果、国内売上高は

562億４千１百万円（前年同期比0.7％増）となりました。

　海外市場においては、米州では、前期末に受注した複数の生体情報モニタ商談の一部出荷もあり、米国での売上

が大幅に伸長しました。中南米も、ブラジル、コロンビアを中心に好調に推移しました。欧州では、フランスが好

調に推移したほか、トルコ、ロシアにおいて売上が回復しました。アジア州では、中近東は販売代理店網の整備・

拡充に努めた結果、前年同期実績を上回りましたが、韓国、ベトナムが低調でした。中国は現地通貨ベースでは前

年同期実績を上回りましたが、円高による為替換算の影響で減収となりました。その他地域では、前年同期におけ

るエジプトでの大口商談の反動もあり、減収となりました。商品別には、生体計測機器は前年同期実績を下回りま

したが、生体情報モニタ、治療機器の売上が大幅に伸長し、その他商品群も前年同期実績を上回りました。この結

果、海外売上高は204億７百万円（同9.8％増）となりました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は766億４千８百万円（同2.9％増）となりました。利益面では、

国内事業における導入品の売上原価率上昇、海外事業における売上増に伴う外注費の増加等により売上原価率が上

昇したことに加え、研究開発投資等により販管費が増加したことから、営業利益は31億２千８百万円（同18.4％

減）となりました。一方、為替差損益が差益に転じたため、経常利益は37億２千２百万円（同38.4％増）、親会社

株主に帰属する四半期純利益は25億４千１百万円（同51.0％増）となりました。

売上高を商品群別に分類すると次のとおりです。

金額（百万円） 対前年同期増減率（％）

生体計測機器 17,833 ＋ 3.1

生体情報モニタ 26,248 ＋ 6.4

治療機器 14,546 ＋ 2.2

その他 18,019 △ 1.3

合 計 76,648 ＋ 2.9

　うち国内売上高 56,241 ＋ 0.7

　うち海外売上高 20,407 ＋ 9.8

　

　（ご参考）地域別海外売上高

米州 9,674 ＋20.4

欧州 3,671 ＋18.7

アジア州 6,266 △ 1.5

その他 794 △27.8
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（２）財政状態に関する説明

（資産、負債および純資産の状況）

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ85億１千６百万円減少し、1,442億９千万円と

なりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ73億５千５百万円減少し、1,118億７千９百万円となりました。これは、受

取手形及び売掛金が減少したことなどによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ11億６千万円減少し、324億１千万円となりました。これは、有形固定資産

および無形固定資産が減少したことなどによるものです。

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ93億９千１百万円減少し、395億２千７百万

円となりました。これは、支払手形及び買掛金が減少したことなどによるものです。

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ８億７千５百万円増加し、1,047億６千２

百万円となりました。これは、利益剰余金が増加したことなどによるものです。

これらの結果、１株当たり純資産額は、前連結会計年度末に比べ10.23円増加して1,223.05円となり、自己資本比

率は、前連結会計年度末の68.0％から4.6ポイント増加し72.6％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　本年５月11日に発表しました通期の業績予想については、変更ありません。

　当社グループとしましては、新たにスタートさせた３ヵ年中期経営計画「TRANSFORM 2020」を着実に実行し、グ

ループの持続的な発展と企業価値の向上を目指します。地域別には、国内では更新需要が見込まれるシステム商談

を中心に急性期病院市場でのさらなる深耕を図るとともに、地域医療連携に対応した新製品・サービスの投入によ

り、診療所市場での事業展開を強化します。海外では、各地域のニーズに合った商品展開と販売・サービス体制の

強化に注力し、海外事業の一層の拡大を目指します。特に、米国生体情報モニタリング事業では、無線ＬＡＮ環境

で使用可能なモニタ機種の拡充、大規模ネットワークシステムへの対応強化により商談の機会を増やし、受注獲得

に努めます。欧州では、ワイヤレス入力ユニットやＥＥＧヘッドセット（※1）など特長ある技術で脳波モニタリン

グでの差別化を図るとともに、ドイツにおけるＧＰＯ（※2）対策を強化し、売上回復の維持に努めます。新興国市

場では、東南アジア・中近東諸国での販売代理店網の整備・拡充、東アフリカ地域を担当するケニア支店の開設に

より、事業基盤の強化を図ります。商品面では、国内診療所市場向けに、医療介護ネットワークシステム、クリニ

カルアシスタントサービスを相次いで発売しました。ともに当社初のクラウドサーバを活用した月額利用料制のＩ

Ｔソリューションとなります。今後も主力の生体情報モニタにおいて中位機種ベッドサイドモニタの発売を予定し

ており、積極的な販売活動を展開し、新商品の拡販に努めます。

　第３四半期以降の為替レートは、引き続き110円／米ドル、115円／ユーロを想定しています。

(※1)ＥＥＧヘッドセット：簡単な装着で、救急領域での迅速な脳波測定を可能にしたテレメトリー式脳波計

(※2)ＧＰＯ（Group Purchasing Organization）：医療機関のグループ購買組織

　売上高予想を商品群別に分類すると次の通りです。

金額（百万円） 対前期増減率（％）

生体計測機器 39,500 ＋ 4.9

生体情報モニタ 61,400 ＋ 9.4

治療機器 31,200 ＋ 5.0

その他 42,900 ＋ 0.3

合 計 175,000 ＋ 5.2

　うち国内売上高 128,000 ＋ 2.6

　うち海外売上高 47,000 ＋13.2
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,753 16,094

受取手形及び売掛金 60,993 48,725

有価証券 10,000 17,000

商品及び製品 17,061 17,804

仕掛品 1,288 1,391

原材料及び貯蔵品 4,288 4,555

その他 7,015 6,404

貸倒引当金 △165 △95

流動資産合計 119,235 111,879

固定資産

有形固定資産 20,148 19,592

無形固定資産

のれん 2,187 2,062

その他 3,410 3,092

無形固定資産合計 5,597 5,154

投資その他の資産

投資有価証券 5,050 4,978

その他 2,949 2,866

貸倒引当金 △174 △182

投資その他の資産合計 7,825 7,663

固定資産合計 33,571 32,410

資産合計 152,806 144,290

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 32,539 24,020

短期借入金 628 533

未払法人税等 2,194 1,385

賞与引当金 2,671 2,170

製品保証引当金 476 581

その他 6,495 6,777

流動負債合計 45,006 35,468

固定負債

退職給付に係る負債 2,532 2,663

長期未払金 23 23

その他 1,357 1,373

固定負債合計 3,913 4,059

負債合計 48,919 39,527
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,544 7,544

資本剰余金 10,414 10,414

利益剰余金 89,984 90,984

自己株式 △7,473 △7,474

株主資本合計 100,470 101,469

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,604 1,562

為替換算調整勘定 1,959 1,851

退職給付に係る調整累計額 △147 △120

その他の包括利益累計額合計 3,416 3,292

純資産合計 103,887 104,762

負債純資産合計 152,806 144,290
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 74,463 76,648

売上原価 38,660 40,148

売上総利益 35,802 36,500

販売費及び一般管理費 31,968 33,371

営業利益 3,834 3,128

営業外収益

受取利息 11 15

受取配当金 57 56

投資有価証券評価益 55 35

為替差益 ― 257

助成金収入 133 142

その他 191 141

営業外収益合計 450 649

営業外費用

支払利息 40 19

為替差損 1,510 ―

その他 44 36

営業外費用合計 1,595 55

経常利益 2,689 3,722

特別利益

固定資産売却益 0 1

投資有価証券売却益 ― 39

特別利益合計 0 40

特別損失

固定資産売却損 ― 2

固定資産除却損 4 67

投資有価証券売却損 ― 12

事業所移転費用 68 13

特別損失合計 73 96

税金等調整前四半期純利益 2,616 3,666

法人税等 932 1,125

四半期純利益 1,683 2,541

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,683 2,541
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 1,683 2,541

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △407 △42

為替換算調整勘定 △2,004 △108

退職給付に係る調整額 229 27

その他の包括利益合計 △2,182 △123

四半期包括利益 △499 2,417

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △499 2,417

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）

平成29年４月１日付での当社グループの国内販売会社再編の実施に伴い、特定子会社２社を含む下記の完全子

会社11社が、当社を存続会社とする吸収合併により消滅しました。

(連結子会社)

日本光電北海道株式会社

日本光電東北株式会社

日本光電東関東株式会社

日本光電北関東株式会社

日本光電東京株式会社 (特定子会社)

日本光電南関東株式会社

日本光電中部株式会社

日本光電関西株式会社 (特定子会社)

日本光電中国株式会社

日本光電四国株式会社

日本光電九州株式会社

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

(税金費用の算定方法)

税金費用の算定に関しては、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益または税引前四半期純損失に当該見積実効税

率を乗じて計算しています。
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（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

完全子会社11社の吸収合併

当社は、平成28年12月１日開催の取締役会において、当社を存続会社として完全子会社11社を吸収合併するこ

とを決議し、平成29年４月１日付で吸収合併しました。

１ 取引の概要

(1) 結合当事企業の名称およびその事業の内容

結合企業（吸収合併存続会社）

　名称： 日本光電工業株式会社

　事業の内容： 医用電子機器の研究開発・製造・販売・保守サービス

被結合企業（吸収合併消滅会社）

　名称： 日本光電北海道株式会社

　 日本光電東北株式会社

　 日本光電東関東株式会社

　 日本光電北関東株式会社

日本光電東京株式会社

日本光電南関東株式会社

日本光電中部株式会社

　 日本光電関西株式会社

　 日本光電中国株式会社

日本光電四国株式会社

日本光電九州株式会社

　事業の内容： 医用電子機器の販売

(2) 企業結合日

平成29年４月１日

　(3) 企業結合の法的形式

日本光電工業株式会社を存続会社とする吸収合併

　(4) 結合後企業の名称

日本光電工業株式会社

　(5) その他取引の概要に関する事項

当社グループの更なる成長に向け、当社の完全子会社である国内全販売会社11社を当社に吸収合併するこ

とにより、グループ経営の効率化およびグループ管理体制を強化し、顧客サービスの向上を図ることを目的

としています。

２ 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として処理しています。
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